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ベルギー・EU 動向 ―2019 年 5 月― 

ジェトロ・ブリュッセル事務所 

 

1. ベルギーの政治動向 

(1) キャタピラー生産拠点跡地の再開発計画、中間報告書を発表 

シャルルロワ近郊ゴスリーの米国の重機大手キャタピラーの生産拠点跡地の再開発計

画「Catch」は中間報告書を発表した。同計画は 2017 年 6 月から 3 年間で様々な施策を

実施し、医療・バイオ、空港・物流、先進製造業、クリエイティブ・デジタルの 4 分野

において 2025 年までに 6,000～8,000 人分の直接雇用を創出することを目標としている。

今回の中間報告書は、この 2 年の進捗をまとめたもので、これまでに実施された施策に

より、2025 年までに 4,000～7,000 人分の雇用創出が見込めるという。（2019 年 5 月

13 日） 

 

(2) 連邦・地域・共同体選挙、極右・極左・環境政党が躍進 

ベルギーの連邦体制を構成する連邦政府と地域・共同体政府の議会の議員を選出する

総選挙が実施された。連邦下院とフランダース政府、ブリュッセル首都圏地域、ワロン

地域政府、ドイツ語共同体連邦議会は直接選挙で、連邦下院とフランス語共同体は間接

選挙で議員が選出される。連邦下院では、第 1 次ミシェル政権に参画した 4 党〔新フラ

ンダース連合（N-VA）、フランダース自由民主（Opne VLD）、中道民主フランダース

（CD＆V）、改革運動（MR）〕はいずれも議席を減らし、4 党の合計議席数は過半数の 75

議席に届かなかった。一方、フラマン（オランダ）語系の極右政党「フランダースの利

益」（VB）が 18議席と議席数を 6倍に伸ばし、第 3党に躍進。環境政党（グルーン！、

エコロ）、極左の労働党（PTB/PVDA）も議席数を伸ばした。第 1党の座を守った N-VA は、

同党が地域主義を掲げることからフランス語系の政党を中心に相変わらず根強い警戒感

がある。一方、極右・極左政党との連立も実現性に乏しく、連立交渉は難航しそうだ。 

政権党の苦戦と左右両極・環境政党の躍進は地域政府でも見られ、フランダース地域

では VB が第 2 党に躍進。連立与党（N-VA と CD&V、Open VLD）は議席を減らした。ワロ

ン地域では従来の主要政党である MR と中道民主人道主義（cdH）、社会党（PS）が軒並

み議席を失う一方、エコロと労働党が躍進した。この傾向はブリュッセル首都圏でも見

られた。（2019年 5月 27日） 
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(3) フィリップ国王陛下、連邦政府の組閣に向けて情報提供人を任命 

総選挙後、フィリップ国王陛下は連邦政府のシャルル・ミシェル首相を引見、引き続

き職務執行内閣として通常業務を遂行するよう求めた。国王陛下はさらに連邦議会の上

下両院の議長を引見した後、極右政党「フランダースの利益」と極左の労働党

（PTB/PVDA）を含む各党の党首も引見。これを踏まえて、連邦政府のディディエ・レン

デルス副首相兼外務・欧州・防衛相と、ヨハン・ヴァンデ＝ラノッテ元連邦副首相兼経

済相の 2氏を、連立組閣に向けた可能性を探る「情報提供人」に任命した。フランス語

系の中道右派政党の改革運動（MR）所属のレンデルス氏と、フラマン（オランダ）語系

の中道左派「別の社会党（sp.a）」所属のヴァンデ＝ラノッテ氏は政界でのキャリアが

長く、連邦政府の要職を務めてきた。フランス語・オランダ語と右派・左派のバランス

を取りつつ、それぞれ仏語・蘭語の第一党で「仇敵」同士の社会党（PS）と新フランダ

ース連合（N-VA）の対立を避ける狙いがあると見る向きもある。（2019 年 5 月 30 日） 

 

(4) 道路交通法改正、5月末に適用開始 

フランス語公共放送 RTBF によると、道路交通法の改正が発効し、適用が始まった。

この改正には、◆電動キックボードの制限速度の時速 18 キロメートルから 25 キロメー

トルへの引き上げ、◆10 歳未満の児童の歩道での自転車の走行、◆自動車による自転

車の追い越し時の間隔の 1 メートルから 1.5 メートル以上への拡大、◆20 メートル以

内に横断歩道がある場合の利用義務（これまでは 30 メートル以内）などが盛り込まれ

た。（2019 年 5 月 31 日） 

 

 

2. ベルギーの経済動向 

（1)ミシェル政権による民間部門の雇用創出は 2万 7,500 人分にとどまる、との研究 

フランス語系ルーバン・カトリック大学（UCL）に所属する経済学者が、2015 年から

2018 年にかけてミシェル政権が行った労働コストの引き下げによる雇用創出効果は全

体で 5 万 9,000 人分、民間部門に限ると 2 万 7,500 人分となるとする研究結果を発表し

た。総選戦の真っただ中に発表され、複数のメディアで報道されるなど話題を呼んだ。

政府は同期間に約 23 万人分（内民間部門は 16 万人分弱）の雇用が創出されたと発表。

ベルギー企業連盟（FEB）は、民間部門での政府施策による雇用創出は約 14 万人分、フ

ラマン（オランダ）語系ルーバン・カトリック大学（KUL）は 7 万 5,000 人分と推計し

ていた。UCL は、1995 年から 2018 年の経済成長率を分析し、ミシェル政権の期間に雇
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用創出に関する断絶が見られないとし、同政権下の雇用創出は 2015 年以前からの雇用

活性化によるところが大きいとした。（2019 年 5月 1 日） 

 

(2) 2018 年のフランダース地域のソーラーパネルの新規設置は約 5万カ所 

フランダース政府のリディア・ペーテルス財務・予算・エネルギー相は、2018 年に

フランダース地域の 4 万 8,599 カ所で新たに太陽光発電パネルが設置されたと発表した。

約 225 メガワットの発電容量に相当するという。フランダース地域には合計で 37 万

8,939 カ所に 2,823 メガワット相当の発電容量の太陽光発電パネルが設置されているこ

とになるという。新規に設置の 99％は住宅に設置されたもので、新規発電容量の約

85％に相当。一方、企業や NGO、政府機関が太陽光発電パネルを設置するケースも増加

し、合計 34 メガワットの大規模ソーラー・プロジェクト 353 件が実現したという。

（2019 年 5 月 3 日） 

 

(3) ベルギーの 2018 年の実質的な年金受給開始年齢は 61.9 歳に 

人材サービスのアセルタ（ACERTA）は、2018 年の民間部門の無期限雇用契約の労働者

の年金受給開始者の平均年齢は 61.9 歳だったと発表した。同年、無期限雇用契約全体の

0.2％にあたる労働者が退職し、年金受給を開始。0.17％は法定の年金受給開始年齢に達

しており、0.02％は年齢と勤続年数が一定条件を満たした場合に利用できる受給開始前

倒し制度（Pension anticipée）の対象者だった。一方、雇用主によって解雇された一定

年齢以上の労働者を対象とする企業補填付き失業手当て（RCC）の利用者は無期限雇用契

約全体の 0.05％となり、2010 年の 0.14％から大きく縮小した。なお、2010 年の無期限

雇用契約の労働者全体の年金受給開始年齢は 60.4 歳だったという。（2019 年 5 月 9 日） 

 

(4)BEL20 構成 20 社の法人税納付額の合計は対前年比 8.5％拡大 

ユーロネクスト・ブリュッセル証券取引所の株式指数 BEL20 を構成する 20 社が 2018

年の事業に対して納付した連結法人税の合計額は、前年（60 億 8,000 万ユーロ）より

も 5 億 1,700 万ユーロ増加、8.5％拡大した。フランス語の経済紙「l'Echo」が報じた。

2018 年事業分から名目法人税率は 29.58％に引き下げられ、控除も見直されていた。同

紙によると、BEL20 の法人税拡大は税制改革とは関係なく、ビール醸造大手 AB インベ

ブの納税額が 7 億ユーロ拡大したためだという。納税額の拡大に伴い、BEL20 の平均実

効税率は 2017 年事業分の 18.76％から 20.05％に拡大したという。（2019 年 5 月 10 日） 
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＜月例経済指標＞ 

 

4月の新車登録台数：前年同月比2.02％減 

ベルギー自動車工業会（FEBIAC）は、4 月

の乗用車の新車登録台数は 5 万 3,498 台

（前年同月 2.02％減）だったと発表した。

昨年 4 月が好調だったため、対前年同月比

はマイナスとなったが、1～4 月では 2019

年も過去 5 番目に好調だった。ブランド別

では、ルノーのシェアが 10.05％と最も大

きく、フォルクスワーゲン（シェア

9.80％）と BMW（同 7.37％）が続いた。（2019 年 5 月 3日） 

 

4月の失業手当受給者数：前年同月比6.8％減 

国立雇用局（NEO）は、4 月の失業手当受

給者数が 32 万 7,239 人（前年同月比

6.8％減）だったと発表した。地域別にみ

ると、フランダース地域が 13 万 1,359 人

（同 9.7％減）、ワロン地域が 13 万 3,210

人（同 6.6%減）、ブリュッセル首都圏地

域が 6 万 2,670 人（同 0.8％減）だった。

（2019 年 5 月 24 日） 

 

 

5 月のインフレ率：前年同月比 1.89％上昇 

連邦経済省の発表によると、5 月の消費者

物価指数は前年同月比で 1.89％上昇した。

今年 1 月以来の 1％台となった。燃料、肉、

花き、植物が値上がり要因となった。航空

券、野菜、ホテル宿泊料、パン・穀類は押

し下げ要因となった。（2019 年 5 月 28 日） 0.0%
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3. ベルギーの産業動向 

(1) フィンテック分野のスタートアップ英バンカブルがブリュッセルに拠点設立 

金融と情報技術を組み合わせたフィンテック分野の英国のスタートアップ企業バンカ

ブル（Bankable）がブリュッセルに拠点を設立する。フランス語の日刊紙「La Libre」

が報じた。同社は金融・決済ソリューションのためのデジタル・プラットフォームを提

供。英国の EU 離脱（ブレグジット）の先行き不透明感から、大陸欧州でのサービス提

供のために拠点設立を決定。ロンドンに近く西欧諸国の中心にあり、生活の質が高いこ

となどがブリュッセルを選ぶ決め手となったという。同業他社を引き付ける「磁石」と

なり、ブリュッセルにフィンテックのエコシステムを創出したいと決意を示した。6

月・7 月に拠点を開設し、約 50 人を雇用する予定。「La Libre」によると、ブレグジ

ットが引き金となってブリュッセルに拠点を開設した企業は、同社を含めて 36 社にな

るという。（2019 年 5月 8 日） 

 

(2) 住友電気工業、ベルギーと英国を結ぶ高圧直流ケーブル・システムを引き渡し 

住友電気工業は、ベルギーと英国を結ぶ 400 キロボルト（kV）のケーブル・システム

を完工し、ベルギーの送電事業者エリア（ELIA）と英国のナショナル・グリッドの合弁

会社ネモ・リンク（NEMO Link）に引き渡したと発表した。400kV は、直流架橋ポリエ

チレン（XLPE）絶縁ケーブルでは世界最高電圧だという。EU では、エネルギーの効率

的な活用と需給バランスの調整のため、出力が不安定な再生可能エネルギーを加盟国間

で融通し合う国際連携線の構築が進められている。このプロジェクトは、ベルギーのゼ

ーブリュージュと英国单東部のケント州を結ぶ国際連携線。2019 年 1 月から商業運転

を開始し、この度引き渡し手続きをを完了した。（2019 年 5 月 16 日） 

 

(3) 航空管制スカイズで頻発するストライキを受けて関係企業が法的手続きに踏み切る 

民間航空機の管制を行う公営企業スカイズ（Skeyes、ベルゴコントロールから社名変

更）で頻発するストライキを受けて、複数の関係企業が契約不履行による過怠金の支払

いなどを求める法的手続きを行った。国内の複数のメディアが報じた。法的手続きを行

った企業には、ブリュッセル空港会社、同空港を利用するブリュッセル・エアラインズ

や TUIが含まれる。さらに、ワロン地域のシャルルロワ空港とリエージュ空港、ワロン

空港会社（Sowaer）も業務の継続性を要求し、もし継続性が保証されない場合は過怠金

を要求する構えと報じられた。（2019年 5月 21日） 
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(4) 金属大手ユミコア、バッテリー素材強化のためコバルト関連事業を買収 

金属大手ユミコアはコバルト採鉱・販売のフリーポート・コバルト（Freeport 

Cobalt）からフィンランドのコッコラ拠点のコバルト精製およびバッテリー正極材の前

駆体製造事業を 1 億 5,000 万米ドルで買収することで合意したと発表した。ユミコアは

これらの事業買収により、バッテリー素材事業のバリュー・チェーンを拡大。研究開発

からバッテリーのリサイクルまでを一手に行う完全に統合されたサプライチェーンを通

じて、バッテリー・メーカーや自動車メーカーに対して素材を提供する。また、EU が

域内の持続可能なバッテリーのエコシステム構築を目指して推進する「欧州バッテリー

同盟」への貢献も期待される。コッコラで製造した正極材の前駆体は、2020 年に操業

開始予定のポーランドのニサの拠点で正極材に加工する予定。この他、ユミコアは、ス

イスの資源大手グレンコアと水酸化コバルトの調達でも合意していた。（2019 年 5 月

23 日） 

 

 

4．EU の動向 

(1)EU、次世代電池供給に向けた「独仏連携」の意義を強調 

ドイツのペーター・アルトマイヤー経済・エネルギー相と、フランスのブリュノ・ル

メール経済・財務相は、次世代電池供給で連携し「欧州戦略ネットワーク」を主導する

ことを明らかにした。欧州委員会のマレシュ・シェフチョビチ副委員長（エネルギー同

盟担当）は両相と共に記者会見に臨み、「欧州バッテリー同盟（EBA）」を通じた産業

活性化に期待感を示した。同副委員長は、これまで欧州での次世代電池供給体制が（韓

国、中国など）アジア企業に依存している実態があったと指摘する一方、今回のドイ

ツ・フランスの連携事業が画期的なプロジェクトになるとの認識を示した。ただし、今

後 4～5 年で供給体制が確立することを望むのであれば、「残された時間は限られてい

る」とも指摘。このため、EU としては「競合企業を含めた先進事業者とのパートナー

シップ」も念頭に「多国籍の投資展開」を目指すとしており、外国資本のプロジェクト

参入の可能性に含みを持たせた。（2019 年 5 月 2日） 

 

(2)欧州委、WTO 電子商取引ルール提案を公表 

欧州委員会は、電子商取引に関する WTO ルール策定に向けた提案を公表した。2019

年 1 月に始まった、EU28 カ国を含む WTO 加盟 76 カ国による協議で提案された。欧州委

は、電子商取引が国境を越えて拡大する中で、現状で欠けている WTO の多国間ルールの
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策定は、先進国と開発途上国における電子商取引の機会拡大と課題への対処につながる

とした。（2019 年 5 月 3日） 

 

(3)欧州委、経済成長率予測をさらに下方修正 

欧州委員会は、春季経済予測を発表し、2019 年の EU28 カ国の実質 GDP 成長率を

1.4％、ユーロ圏については 1.2％とし、2018 年 11 月に発表した秋季経済予測からそれ

ぞれ 0.5 ポイントと 0.7 ポイントずつ下方修正した。特に、ドイツ（1.8％→0.5％）、

イタリア（1.2％→0.1％）、オランダ（2.4％→1.6％）などユーロ圏主要国での下方修

正が目立った。2020 年については、EU28 カ国は 1.6％、ユーロ圏は 1.5％（ともに 0.2

ポイント下方修正）との予測を示した。欧州委は、2 月に中間見通しとして発表した冬

季経済予測で GDP 成長率の予測値を下方修正していたが、さらなる引き下げとなった。

（2019 年 5 月 7 日） 

 

(4)野党は欧州議会選挙へ本格始動も、与党・保守党は混乱続く 

英国最大野党・労働党のジェレミー・コービン党首は、欧州議会選挙に向けた選挙キ

ャンペーンを立ち上げた。同党首は英国の EU 離脱（ブレグジット）について、「政府

がブレグジットで完全に失敗したため、分断や不満の中、選挙が行われることになった」

と政府を批判。同党に投票することが、英国の団結を回復させると訴えた。自由民主党、

緑の党なども、相次いで欧州議会選挙に向けた活動を本格化させている。両党とも、2

度目の国民投票を経て、EU 残留を実現することを明言。新党のチェンジ UK も、2 度目

の国民投票と EU 残留を目指す。これに対する EU 離脱支持派では、英国独立党（UKIP）

の元党首ナイジェル・ファラージ氏が 4 月に結成した新党のブレグジット党が支持を拡

大している。最も厳しい状況にあるのは、与党・保守党だ。テレーザ・メイ首相は欧州

議会選前に離脱協定案に対する議会承認を目指し、4 月初旬から労働党との協議を続け

てきた。統一地方選で保守党・労働党ともに後退したことを受け、政府、労働党とも合

意を急ぐとの観測も一時強まったが、EU との関税同盟をめぐる溝が埋まらず、合意の

めどは立っていない。首相はなお、欧州議会選前の離脱協定の議会承認を目指している

が、批准手続きが間に合わないことはほぼ確実で、デービッド・ リディントン内閣府

担当相らは、英国が選挙に参加することは避けられないと明言している。メイ首相の早

期辞任を求める声も拡大しており、党内の混乱は続きそうだ。（2019 年 5月 9 日） 
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(5)ACEA、欧州市場での電気自動車シェアと所得水準の相関性指摘 

欧州自動車工業会（ACEA）は、欧州各国の電気自動車（ECV）販売シェアに関する統

計を発表した。2018 年（通年）の欧州・自動車販売（登録）データに基づき、国民 1

人当たり GDP 水準の低い国において電気自動車シェアが伸び悩む傾向があることを明ら

かにした。ACEA によれば、電気自動車市場の拡大が続く欧州 26 カ国（EU28 カ国中、デ

ータ非公表のキプロス、クロアチア、ルクセンブルク、マルタを除く 24 カ国とスイス、

ノルウェー）においても、ECV シェアが 1％に満たない国が約半数を占める。ECV シェ

アが 1％に満たない 12 カ国は国民 1 人当たり GDP が 2 万 9,000 ユーロ未満で、ポーラ

ンド（0.2％）、スロバキア（0.3％）、チェコ（0.4％）、リトアニア（0.4％）など

中・東欧諸国が目立つ。一方で ACEA は、ECV シェアが 3.5％を超える国は、国民 1 人当

たり GDP が 4 万 2,000 ユーロ以上と分析する。中でも ECV シェアが 49.1％に達したノ

ルウェーは、電気自動車に対する手厚い優遇税制などで知られるが、同国の国民 1 人当

たり GDP は 7 万 3,200 ユーロと高い。ECV シェアでこれに続くのは、スウェーデン

（8.0％、4 万 7,900 ユーロ）、オランダ（6.7％、4 万 4,600 ユーロ）、フィンランド

（4.7％、4 万 2,200 ユーロ）で、いずれも所得水準との相関性が認められる。（2019

年 5月 9 日） 

 

(6)EU との東方パートナーシップ 10 周年、各国で温度差も 

ブリュッセルで、EU と旧ソ連欧州部 3 カ国（ベラルーシ、ウクライナ、モルドバ）

およびコーカサス 3 カ国（ジョージア、アゼルバイジャン、アルメニア）の経済協力の

枠組みである「東方パートナーシップ（EaP）」のハイレベル会合が開催された。会合

では、10 周年となる同プログラムについて 2020 年に向けた社会・経済分野での協力の

進捗状況が確認された。参加 6 カ国と EU は協力を継続するが、その温度差には対ロシ

ア関係が影響を与えている。地理的に EU に近く、ロシアと領土紛争を抱えるウクライ

ナ、モルドバ、ジョージアは EU との政治・経済統合を積極的に求めている。一方、ロ

シアが主導するユーラシア経済連合（EEU）に加盟するベラルーシのアレクサンドル・

ルカシェンコ大統領は今回の会合に参加せず、アルメニアはエネルギー分野と国境紛争

問題でロシアに依存していることから、両国はビザ簡素化など実利中心の個別協力を進

める。アゼルバイジャンはイリハム・アリエフ大統領が公式夕食会に出席したが、同政

府は会合の総括宣言についてアルメニアとの国境紛争問題を念頭とする表現を不満とし、

採択を拒否したと外交筋の話として報じられている。（2019 年 5 月 13 日、14日） 
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(7)欧州委、欧州研究評議会の次期議長人事を発表 

欧州委員会は、EU 先端研究開発助成などを担う欧州研究評議会（ERC）の次期議長に、

ナノ医療の世界的権威であるマウロ・フェラーリ博士を任命する人事案を発表した。同

博士は 2020 年 1 月 1 日付で ERC 議長に就任する見通しで、任期は 4 年。欧州委のカル

ロス・モエダス委員（研究・科学・イノベーション担当）は「ERC は優れた興味深い研

究への開発助成で世界的に知られており、フェラーリ博士は多分野にまたがる研究で国

際的に著名だ。科学の社会的価値への理解、強いリーダーシップ、卓越したコミュニケ

ーションスキルを持つ同博士は、ERC と欧州の科学技術研究を向上させる上で適任だ」

とコメントしている。（2019 年 5 月 14 日） 

 

(8)ペルー、エクアドル、コロンビアが英国との貿易継続協定を締結 

ペルーのエドガー・バスケス通商観光相は、エクアドルにおいてキャサリン・ウォー

ド駐エクアドル英国大使と会談し、2013 年 3 月 1 日に EU とペルー、エクアドル、コロ

ンビア（アンデス共同体の 3 カ国）間で発効した自由貿易協定（FTA）の各種条件を、

英国の EU 離脱（ブレグジット）後も維持することを定めた協定を締結したと発表した。

今回の協定は、エクアドルのパブロ・カンパーナ貿易相、コロンビアのラウラ・バルデ

ィビエソ商工・観光副大臣との間でも同様に締結されており、いずれの国も EU との協

定を維持する方向にあるが、エクアドルのみ微調整を加えたとされている。今回の協定

は 2017 年 9 月から英国と 3 カ国で協議が進められてきた。バスケス通商観光相は、本

協定の締結により、ペルーの対英国輸出額 7 億ドル（2018 年）が維持され、かつ今後

拡大していくことが期待されると述べた。英国はペルーにとって、EU における 6 番目

の貿易相手国となっている。（2019 年 5 月 15 日） 

 

(9)対米通商摩擦など背景に、先行き警戒感広がる欧州鉄鋼産業 

欧州鉄鋼連盟（EUROFER）は、（1）（米国での通商問題を背景とする EU 市場への）

鉄鋼流入、（2）EU 経済の成長鈍化、（3）高く不安定な原料価格、（4）炭素価格の高

騰などが、欧州鉄鋼産業に深刻な危機をもたらし得るとする声明を発表。今後の欧州鉄

鋼産業の先行きに強い警戒感をにじませた。同連盟は、米国政府が 2018 年 6 月 1 日か

ら EU 原産の鉄鋼に対する追加関税の賦課を決定したことから、約 2 年続いた欧州鉄鋼

産業の安定期は 2018 年半ばで終わりを迎えたとの認識を示した。連盟のアクセル・エ

ガート会長は、現在の EU の鉄鋼に関する暫定的な緊急輸入制限（セーフガード）措置

について、「いろいろと留意して発動されたが、結局のところ、（鉄鋼の）輸入急増を

食い止めるには至っていない」「欧州鉄鋼メーカーの収益性は低迷し、人材や技術、低
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炭素化の取り組みなどへの投資余力は奪われている」と指摘。EU に事態打開に向けた

効果的な政策発動の必要性を示唆した。（2019 年 5 月 16 日） 

 

(10)欧州投資銀行、ノースボルトへの融資計画を再び承認 

欧州投資銀行（EIB）は、スウェーデンのリチウム電池メーカー、ノースボルトに対

する約 3 億 5,000 万ユーロの融資計画を承認したことを発表した。ノースボルトへの融

資は、2018 年 2 月の約 5,250 万ユーロに続き、2 回目となる。ノースボルトはまず、ス

ウェーデン北部のシェレフテオに 16 ギガワット相当の生産能力を持つリチウム電池工

場の最初の区画を 2020 年に建設する。この区画が今回の融資対象だが、その後生産能

力を増強し、最終的に年間 32 ギガワットの生産を目指す計画だ。同工場では、自動車

産業や蓄電池、産業用および携帯用アプリケーションを想定した材料の生産や、セルの

組み立て・リサイクルなどを行う。電池システムの組み立ては、ポーランド北部のグダ

ンスクに建設中の工場で行う想定だ。（2019 年 5月 16 日） 

 

(11)トランプ政権が自動車輸入制限措置の延期を発表も、EU や日本との交渉を指示 

トランプ大統領は、1962 年通商拡大法 232 条（以下、232 条）に基づく自動車・同部

品に対する輸入制限的措置の実施を最長 180 日（11 月 13 日まで）延期する内容の大統

領布告および声明を発表した。大統領布告では、米国の国防・軍事の優位性を維持する

ために重要な技術の開発が米国の自動車産業に依存している中、同製品の輸入が「国家

の安全保障を脅かしている」との商務省の 232 条調査の結論を示した上で、延期期間中

に EU、日本、そのほか米国通商代表部（USTR）が適切と考える国との交渉を進めるよ

う USTR に指示したと述べている。180 日以内に合意を達成できなければ、「追加的な

措置をとるか否かを判断」するとしている。（2019 年 5月 17 日） 

 

(12)メイ首相、離脱協定法案採決に向け新提案、与野党から反発 

4 月初旬から続いていた政府と野党・労働党の協議は、双方が打ち切りを表明。最後

まで折り合わなかった EU との関税同盟について、メイ首相は今回、かねて政府が主張

していた独自の通商政策と両立可能な関税取り決めか、労働党との協議中に政府が妥協

案として提示していた時限的な関税同盟の 2 案から議会が決定することを提案。労働党

内で 246 人の議員のうち 120～150 人が支持する 2 度目の国民投票の実施も、議会採決

に委ねる意向を示した。メイ首相は演説で、「離脱協定法案が可決されて初めて、議会

は EU からどのように離脱するか決定できる」とコメント。「反対票を投じるのは、ブ

レグジット阻止に投じるのと同じ」と続け、新提案に基づく法案への支持を訴えた。し
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かし、与野党の反応は極めて厳しい。労働党のコービン党首はメディアの取材に対し、

「ほとんどこれまで議論したことの焼き直しで支持できない」と明言。与党・保守党で

は、3 度目の離脱協定案採決では賛成に回ったボリス・ジョンソン前外相、ドミニク・

ラーブ前 EU 離脱担当相、ジェイコブ・リースモグ議員ら EU 離脱強硬派議員も、新提案

は関税同盟や 2 度目の国民投票につながりかねないと一斉に反発している。民主統一党

（DUP）のナイジェル・ドッズ副党首も声明で、「離脱協定案に含まれる根本的な欠陥

は変わっていない」と一蹴。メディアの取材に、同党は 4 度目も反対するとしている。

（2019 年 5 月 17 日） 

 

(13)欧州自動車産業界、トランプ政権の貿易制限に反発強める 

欧州自動車部品工業会（CLEPA）は、米国のトランプ大統領が発表した自動車・同部

品に対する輸入制限的措置の実施延期に関わる大統領布告に関連して、米国通商代表部

（USTR）が進める EU などとの交渉が 180 日以内に妥結しない場合、大統領が事態改善

のために「追加的な措置の必要性を判断する」としていることに反対する声明を明らか

にした。この声明で、CLEPA は「これでは、米国が追加関税や関税割当枠（クオータ）

などの輸入制限的措置を一方的に発動することになりかねない」と指摘、「欧州自動車

産業の競争力と成長に著しい損害をもたらす懸念がある」として反発した。また、

CLEPA として「WTO 協定違反の可能性がある、いかなる貿易制限的な動きも受け入れな

いとする欧州委員会の立場を支持する」としている。同声明はさらに、貿易制限措置は

世界貿易全体にとって有害だと指摘。自動車部品分野で EU は米国にとって最大の、EU

にとって米国は中国に次ぐ世界 2 位の貿易相手国であり、双方の自動車部品貿易額は

104 億ドルに達しているとし、EU・米国間の関係と貿易量の重要性についても強調して

いる。（2019 年 5月 17 日） 

 

(14)欧州消費者機構、パッケージへの栄養表示で請願運動 

欧州消費者機構（BEUC）は、同機構のメンバーである欧州 7 カ国の消費者団体が欧州

で流通する食品・飲料のパッケージに、「栄養（ニュートリ）スコア」方式による栄養

情報表示の展開を求める請願運動に取り組むことを発表した。同方式は、食品と飲料に

「A」から「E」までの栄養評価を与え、各評価に対応する緑から赤までの 5 段階の色調

と併せて表示するもの。食品・飲料をめぐる栄養情報の表示にはさまざまな方法が想定

されるが、一般消費者が店頭で複雑な成分表示を精読・理解するのには限界があるため、

BEUC は欧州全体で表示制度の普及・浸透を図るため、消費者にとっての分かりやすさ

を重視。「ニュートリ・スコア」システムについて、EU としての導入を目指すことで、
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請願運動を具体化・立法化を目指す狙いがあるとみられる。しかし、新たな表示導入を

求められる食品・飲料産業からは反対の声も根強く、企業を含めた利害関係者から支持

が得られるかは未知数だ。（2019 年 5月 20 日） 

 

(15)米中通商摩擦も念頭に、EU 通商戦略強化を求める欧州自動車産業界 

欧州自動車工業会（ACEA）は、欧州議会選挙に向けて「事務局長声明」を発表した。

エリック・ヨナー事務局長は EU の置かれた状況について、「EU の基本理念である移動

の自由や自由な貿易体制がこれまでになく脅威にさらされている」との厳しい現状認識

を示した。また、欧州議会選挙に向けて、各会派・グループが EU の成果や EU 加盟国で

あることの是非を争点に挙げている実態にも言及し、「欧州が進むべき方向性をめぐる

対立をしのぐ、より根本的な問題にわれわれは直面している」と指摘。EU として的確

な判断を下し、問題に対処するため、EU が団結し適切に機能することが、これまでに

なく重要になっていると警鐘を鳴らした。同声明でヨナー事務局長は、次期・欧州議会

や欧州委員会に対し、国際舞台で野心的な通商政策を守るためのリーダーシップを発揮

することを、今後 5 年間で実現を求める要望事項のひとつとして挙げ、「米中通商摩擦

やブレグジットグローバル産業である自動車業界の雇用と成長にとって深刻な脅威」と

言及。国際ルールにのっとった自由で公正な貿易環境が、同業界の繁栄の前提になる点

を強調。EU28 カ国が通商問題に立ち向かい、団結することが極めて重要と述べた。

（2019 年 5 月 20 日） 

 

(16)米中通商摩擦めぐる懸念、在中国の欧州企業でも顕著に 

在中国・EU 商工会議所（EUCCC）は、在中国の欧州企業に対して実施した「景況感調

査報告書（2019 年版）」を発表した。この中で EUCCC は、急速に高まる米中通商摩擦

や中国経済の失速などの問題に対する強い懸念を表明。中国の計画経済（planned 

economy）の名残でもある市場参入障壁の撤廃など、中国のビジネス環境改善の一層の

必要性を訴えた。EUCCC は一貫して中国のビジネス環境改善を求めているが、特に立法

過程の透明性を高めることや、制度変更の場合の十分な準備・猶予期間の確保など、ビ

ジネス環境に関わる予見可能性を重視する考えを示した。米中通商摩擦について、欧州

企業は米国側の懸念の多くを共有しているとの認識を示した一方、米国の追加関税賦課

に関しては、調査対象企業の 25％が「米国向け輸出に影響がある」と回答しているこ

とを挙げ、断固反対の立場を明確にした。EUCCC によると、「米中通商摩擦がエスカレ

ートした結果、貿易戦争に突入する」との懸念が、中国における欧州企業の懸念の 4 位

にランクインしたという。これは「中国経済の減速」「世界経済の減速」「（中国の）
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賃金水準高騰」に続く在中国・欧州企業にとっての懸念事項になっている。（2019 年 5

月 20 日） 

 

(17)EU 理事会、使い捨てプラスチック製品禁止法案を採択 

EU 理事会は、使い捨てプラスチック製品の流通を 2021 年までに禁止する法案（「特

定プラスチック製品の環境負荷低減に関わる指令を採択した。法案は欧州委員会が

2018 年 5 月 28 日に提出した。ストローやカトラリーなど一般的に利用されている使い

捨てプラスチック製品が禁止対象となる。指令は EU 官報掲載の 20 日後に発効予定で、

EU 加盟国は発効から 2 年をめどに指令に対応した国内法を整備することが求められる。

なお、使い捨てプラスチック製品の需要者である欧州流通事産業団体のユーロコマース

は 5 月 21 日付の声明で、欧州の小売り・卸売事業者として、EU 理事会の指令承認を

「持続可能な消費の在り方を示す」として支持する方針を明らかにしたが、欧州委や加

盟国政府に対して、禁止対象製品の定義のハーモナイゼーション（域内調和）と廃棄物

管理のための十分かつ適切なインフラ整備の奨励も求めている。（2019 年 5 月 21 日） 

 

(18)GDPR 適用開始から 1年、EU 市民の権利意識高まる 

EU と加盟各国のデータ保護当局の代表によって構成される欧州データ保護会議

（EDPB）は、GDPR 適用後、EU 市民の間で個人情報保護に対する意識が高まっていると

発表した。それによると、57％の EU 市民が個人情報処理に関する苦情申し立てができ

るデータ保護当局の存在を認識しており、2015 年と比べるとその割合は 20 ポイント上

昇した。2018 年にはほとんどの加盟国で個人情報に関する問い合わせや苦情が前年よ

り増加したとしており、EDPB が把握している範囲で 14 万 4,000 件を超える苦情申し立

てと、8万 9,000 件を超える違反の通報があったという。（2019 年 5 月 22 日） 

 

(19)欧州委、メイ首相辞任でもブレグジット交渉の方針は変えず 

欧州委員会のジャン＝クロード・ユンケル委員長は、英国のテレーザ・メイ首相の辞

意表明を受け、欧州委としての見解を副首席報道官を通じて明らかにした。同委員長は

メイ首相を「勇気ある女性」と、英国の EU 離脱（ブレグジット）問題をめぐるこれま

での対応をたたえたが、EU としての交渉方針が「変わることはない」とコメント。今

後の英国との協議で「離脱協定案」見直しに応じない考えを示唆した。（2019 年 5 月

24 日） 
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 (20)EUROFER、対米通商摩擦に伴う「鉄鋼危機」からの救済を要請 

欧州鉄鋼連盟（EUROFER）は、トランプ政権による鉄鋼への追加関税措置に伴い、米

国市場を失った余剰鉄鋼が EU 市場に流入する現状を「鉄鋼危機」と表現し、EU として

の救済措置発動を求めた。英国のブリティッシュ・スチールが経営破綻するなど、欧州

鉄鋼産業界では、先行き不透明感が急速に広がっている。（2019 年 5 月 24 日） 

 

(21)EU 首脳、3会派連立が前提と今後の EU 運営方針示す 

ブリュッセルで、欧州議会選挙後初の非公式欧州理事会（EU 首脳会議）が開催され

た。EU 首脳は選挙結果を総括し、次期・EU 諸機関トップ人事などについて協議したと

みられる。なお同日、これに先立ち、欧州議会・最大会派の中道右派、欧州人民党

（EPP）グループは同グループに属する首脳陣を集めた会合を開催し、マンフレート・

ウェーバー議員（ドイツ選出）の欧州委員会委員長就任を目指して支持する方針を固め

た。（2019 年 5 月 28 日） 

 

■欧州議会選挙に関連する記事 

（1）欧州議会選挙、一部加盟国での投票始まる（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/c3940750dd5129dd.html 

（2）欧州議会選挙結果を視野に、主要会派に動き（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/c934896c3ae904da.html 

（3）欧州各産業界、欧州議会選挙後の優先事項示す（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/5ab327d1d18e4320.html 

（4）欧州議会選挙で 2大会派低迷の中、親 EU 派が大幅躍進（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/8cbc8bbd64c78540.html 

（5）親 EU 派、欧州議会選挙での増勢背景に EU 政局に関心示す（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/3ba14ab913c0b5d6.html 

（6）欧州議会選挙、過去 20 年間で最高の投票率（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/66cbed52f759a804.html 

（7）EU 新体制構築に向け、EPP など各政治勢力の主導権争い顕著に（EU） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/a6a67344aebf093c.html 

（8）農業団体が欧州議会選挙結果を総括、今後の方針示す（EU、英国） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/06/bc987c4bd2e47e97.html 

（9）欧州最大の農業団体、欧州議会選挙に向け政策提言（EU、英国） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/14420d5c1e5e61f4.html 
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（10）英国で欧州議会選、メイ首相への辞任圧力は最高潮に（英国） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/a8e12784eacfe5f7.html 

（11）欧州議会選でブレグジット党大勝（英国） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/e28709b48ac9e46c.html 

（12）欧州議会選挙、2大政党が落ち込む中、緑の党が躍進（ドイツ） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/0d1735849945a9d3.html 

（13）マクロン大統領、欧州議会選挙敗北も僅差で基盤は強固との見方（フランス） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/14ebf55e47dcac09.html 

（14）欧州議会選挙、極右・国民連合の勝利の流れ（フランス） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/1ffce6809dc8d561.html 

（15）欧州議会選挙、極右・国民連合が第 1党を維持（フランス） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/bf5ab39e70260ce6.html 

（16）欧州議会選挙、親 EU の労働党が第 1党に（オランダ） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/d4317689004cf869.html 

（17）欧州議会選で与党勝利するも、不信任案可決（オーストリア） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/693b24708e8510a0.html 

（18）欧州議会選で欧州懐疑派が後退（スペイン） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/02e7fca6e0991177.html 

（19）欧州議会選で五つ星運動が後退、右派野党は再編に意欲（イタリア） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/cd7aab92c0a308eb.html 

（20）欧州議会選での与党敗北を受け、解散総選挙へ（ギリシャ） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/06/210aab45af7d630b.html 

（21）欧州議会選、与党の「法と正義（PiS）」が躍進（ポーランド） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/06/98db35b11b182685.html 

（22）欧州議会選挙、与党が予想どおり勝利、反政府票は新興野党に流れる（ハンガリー）

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/de26e574f9822036.html 

（23）欧州議会選挙、与党が勝利、日系人率いる極右政党も議席獲得（チェコ） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/05/d951dd2e2a062526.html 

（24）欧州議会選は野党・国民自由党が勝利、在外ルーマニア人票が存在感示す（ルーマニア） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/06/882b8f00cb11a60f.html 

（25）与党 GERB の勝利により連立政権が安定化（ブルガリア） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/06/8252277f7935a476.html 
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＜調査レポートのご案内＞  

■英国の EU 離脱に伴う各国の反響や今後の日本企業への影響 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/ 

■日 EU 経済連携協定（EPA） 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/ 

 

 

『ベルギー日本人会商工委員会ビジネスセミナー案内送付のお知らせ』 

日本人会商工委員会と日本貿易振興機構（ジェトロ）ブリュッセル事務所は、労務・法務、

会計、政策動向、経済情勢など皆様のビジネスに関連するテーマを題材にしたビジネスセ

ミナーを年に 4回開催しています。日本人会会員企業の方は無料で本セミナーにご参加い

ただけます。案内状の送付を希望される方は、belinfo@jetro.go.jp までメールアドレス

をご連絡ください。 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/
https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/
mailto:belinfo@jetro.go.jp

